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第１章 包括外部監査の概要 

 

第１ 外部監査の種類 

 

 地方自治法第252条の37第１項及び第４項の規定に基づく包括外部監査 

 

第２ 選定した特定の事件（監査テーマ） 

 

 観光に関する施策に係る財務事務の執行について 

 

第３ 特定の事件を選定した理由 

 

北海道には様々な地域資源があるが、その中でも「観光」は北海道を代表する資源

であり、道民及び国内外の観光客の関心と期待が高く北海道経済の活性化に大いに寄

与している。 

全国平均を上回る人口減少やコロナ禍の影響による観光客減少や外出自粛によって

打撃を受けた基幹産業である農業・漁業、観光業の再興及び強化は必須であり、ポス

トコロナを見据え、北海道ブランドの魅力を存分に発揮するためにこれらの資源を効

率的に活用して地域の魅力を高めていくことが肝要と思われる。 

観光資源は、全道各地に広く分布しており、観光サービスの拠点としての側面を持

ちながら、雇用の創出といった点でも強い期待が持たれている。 

こうしたことを踏まえ、北海道観光のくにづくり行動計画を推進するため、北海道

における観光振興に関する施策の総合的かつ計画的な執行状況及びその効果について、 

包括外部監査人の立場から検証するのが今後の道政の運営に当たり有用であると考え

本テーマを選定した。 

併せて、今回は、観光振興に資するものと考えられる地域特産品開発の一翼を担う

北海道立地域食品加工技術センターの運営に係る執行状況及びその効果についても監

査する。 

 

第４ 監査の対象機関 

 

経済部、各（総合）振興局、及び各機関の出先機関等 

 

第５ 監査の対象期間 

 

 令和５年９月12日から令和６年１月31日まで 
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第６ 監査日程 

 

監査日 監査対象機関 場所 対象事業 

令和５年９月27日 経済部 食産業振興課 本庁（監査人室） 食品加工技術センター 

令和５年９月29日 経済部 観光振興課 本庁（監査人室） 観光振興事業 

令和５年10月16日 オホーツク総合振興局 現地 民泊事業 

令和５年10月16日 公益財団法人オホーツク財団  現地 食品加工技術センター 

令和５年10月17日 公益財団法人オホーツク財団 現地 食品加工技術センター 

令和５年10月20日 経済部 食産業振興課 本庁（監査人室） 食品加工技術センター 

令和５年10月25日 公益社団法人北海道観光振興機構 現地 観光振興事業 

令和５年10月30日 公益財団法人とかち財団 現地 食品加工技術センター 

令和５年10月31日 十勝総合振興局 現地 民泊事業 

令和５年10月31日 公益財団法人とかち財団 現地 食品加工技術センター 

令和５年11月10日 経済部 観光振興課 本庁（監査人室） 観光振興事業 

令和５年11月13日 経済部 観光振興課 本庁（監査人室） 観光振興事業 

 

第７ 監査の着眼点 

（１）財政収入及び支出に係る財務事務に関して、関連する法令、条例、規則等に基

づいて適正に実施されているか 

（２）財政収入及び支出に係る財務事務に関して客観性、経済性、効率性に問題がな

いか 

（３）施設、設備、備品等は適正に維持管理がなされた上で、十分な活用が図られて

いるか 

（４）その事業に関連する効果測定が適正に行われているか、また過去の包括外部監

査において、「改善を要する事項」として意見を付された内容について、北海道が

講じた措置が適正におこなわれているか 

 

第８ 主な監査手続き 

 

（１）監査対象とした事業について関係法令、条例、規則等の根拠規定を確認した。 

（２）所管課に対してヒアリングを実施するとともに、関係業務に係る実地調査を実

施した。 

（３）その他必要と認めた手続きを実施した。 
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第９ 包括外部監査人及び補助者 

 

 包括外部監査人 鈴江   誠  税理士 

 補助者     越前谷 孝弘  弁護士 

 補助者     板倉  圭吾  税理士 

 補助者     鈴木  隆司  公認会計士 

 補助者     岩田  圭史  税理士 

 

第10 利害関係 

 

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第252条の29の規定により記載す

べき利害関係はない。 

 

第11 監査の結果 

 

 次の区分により対応を求めた。（個々の内容は「第３章 外部監査の結果」を参照） 

 

【指摘】早急に是正又は改善を求める事項 （６件） 

【意見】監査の結果に添えて提出する意見 （11件） 

（適法性、有効性、効率性、経済性等の観点から検討の必要がある事項） 

 

 また、直ちに改善することを求めるものではないが、包括外部監査人が今回の監査

を通じて感じた点について、【所感】として記載した（1件）。 

 将来的な課題として、今後において検討されることを期待するものである。 
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第2章 監査対象の概要 

 

第１節 観光振興に関する事業 

 北海道における観光振興に関する事業が、北海道の観光振興に関する基本理念や施

策の基本となる事項を定めた条例に基づく「北海道観光のくにづくり行動計画」に沿

って、総合的、計画的に推進されており、くにづくり行動計画との整合性が図られて

いるかを検証する。 

 また、当該事業は直営事業と機構負担金事業とで行われており、その振分が適正で 

あり十分な効果が得られているか、予算執行及び業務委託が適切であり透明性が保た 

れているかについても検証する。 

 

第２節 北海道立地域食品加工技術センターの運営に係る事業 

 北海道の観光振興にも資する地域特産品の一翼を担う北海道立地域食品加工技術セ

ンターは、地域における食品加工技術の高度化を促進し、北海道の食品工業の発展に

寄与するため設置されたものであり、その運営が法令、条例、規則等に基づき適正 

に管理運営されているか、効果測定が適切に行われているかを検証する。 

また施設、設備、備品等が適正に維持管理されているか、公費会計について、法

令・要領等に準拠して執行されているかについても検証する。 
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第３章 外部監査の結果 

 

第１節 観光振興に関する事業 

 

第１ 監査の概要 

１ 監査の目的 

  令和５年度包括外部監査の監査選定テーマに沿い、北海道観光のくにづくり行動

計画を推進するため、北海道における観光振興に関する施策の総合的かつ計画的な

執行状況及びその効果について検証する。 

 

２ 監査対象部局 

（１）経済部観光局観光振興課 

（２）公益社団法人北海道観光振興機構（現地調査） 

（３）オホーツク総合振興局産業振興部商工労働観光課 

（４）十勝総合振興局産業振興部商工労働観光課 

 

３ 監査の範囲 

  北海道観光振興に関わる事務全般 

なお、令和３年度の包括外部監査選定テーマである「産業振興に係る財務事務の

執行について」においては、本件テーマである「観光振興に関する事業」を所掌す

る経済部に対しても監査を実施しているところであり、令和３年度包括外部監査に

応じた措置なども併せて検証する。 

 

４ 監査日程 

（１）予備調査 

   令和５年６月29日 北海道経済部観光局観光振興課 

（２）本調査 

   ① 令和５年９月29日 北海道経済部観光局観光振興課 

   ② 令和５年10月16日 オホーツク総合振興局産業振興部商工労働観光課  

③ 令和５年10月25日 公益社団法人北海道観光振興機構  

④ 令和５年10月31日 十勝総合振興局産業振興部商工労働観光課  

⑤ 令和５年11月10日 北海道経済部観光局観光振興課 

⑥ 令和５年11月13日 北海道経済部観光局観光振興課 

 

５ 着眼点 

（１）観光振興に関する事業の事務が、関連法令及び規則等に従い適正に整備され、
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適切に運用されているか。 

（２）観光振興に関する事業の事務が、目的に適合しており有効かつ効率的に行われ

ているか。 

（３）観光振興に関する事業の事務が、経済性に配慮して行われているか。 

（４）観光振興に関する事業に関連する効果測定が適切に行われているか。 

（５）国、他の地方公共団体及び関連団体との連携は適切になされているか。 

（６）令和３年度包括外部監査において「改善を要する事項」として意見した内容に

ついて、北海道が講じた措置が適切に行われているか。 

 

６ 監査の手続 

（１）観光に関する事務の概要把握のため、ヒアリング及び関連諸法令、条例・規則

等の閲覧 

（２）観光に関する各種計画等に関する事務の実施状況、計画等の効率測定及び計画

等の実施のための必要な連携の実施状況の確認のため、ヒアリング、関連資料の

閲覧 

（３）負担金事業の実施状況の確認のため、現場視察、ヒアリング、関連資料の閲覧 

（４）観光に関する事務処理及び承認の実施状況の確認のため、ヒアリング、関連資

料の閲覧 

（５）その他必要と認めた手続      
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第２ 監査対象の概要 

１ 観光振興に関する事業の概要について 

（１）関連法令及び規則等について 

 ①事業に関するもの 

北海道における観光振興に関する事業については、「北海道観光のくにづくり行

動計画」（以下、「くにづくり行動計画」と言う。）に基づき推進される。 

くにづくり行動計画は、北海道観光の振興に関する基本理念や道の施策の基本と

なる事項などを定めた「北海道観光のくにづくり条例」に基づいた、観光振興に関

する施策を総合的、計画的に推進するための基本的な計画であり、北海道総合計画

が示す政策の基本的方向に沿って策定、推進する「特定分野別計画」として位置づ

けられる。北海道が策定する観光振興に関する個別計画は、くにづくり行動計画と

の整合を図ることとされている。 

 

（図 北海道総合計画とくにづくり行動計画の概念図） 

 

②事業の事務に関するもの 

経済部観光局観光振興課（以下、「観光局」と言う。）の組織並びに同課における

事務の決裁及び公文書等の管理に関しては、まず北海道全体として、以下の規定に

準拠している。 

・北海道行政組織規則（昭和41年北海道規則第21号） 

・北海道事務決裁規程（昭和41年北海道訓令第３号） 

・知事の所掌事務に係る公文書の管理に関する規則（平成10年北海道規則第46号） 

・北海道文書管理規程（平成10年北海道訓令第７号） 
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・北海道電子情報管理規程（平成10年北海道訓令第７号） 

また、上記以外で、該当部局の内規として、経済部観光局観光振興課処務細則の

定めに準拠している。 

 

（２）北海道観光のくにづくり行動計画 

 ①政策展開の方向性及び目標指標 

くにづくり行動計画では、北海道観光のくにづくり条例で定められている基本理

念及び役割に基づき、道民、観光事業者及び観光関係団体等の行動指針及び役割の

設定を行っており、第５期（令和３年度から令和７年度）のくにづくり行動計画概

要版は下図のとおりである。 
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（図 第５期（令和３年度から令和７年度）のくにづくり行動計画概要版 １～３） 
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（図 第５期（令和３年度から令和７年度）のくにづくり行動計画概要版４～６） 
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   ア政策展開の方向性 

第５期くにづくり行動計画における政策展開の方向性は下記㋐～㋔の５

つに大別されており、観光振興に関する事業はこの方向性との整合性を持っ

て企画立案されることとなっている。 

 

○アクリーン×セーフティ北海道 

「クリーン×セーフティ北海道」は、「新北海道スタイル」の徹底などに

よる安全・安心の提供や広大な自然や密になりにくいアウトドア環境など本

道の価値や優位性を再評価し、環境と共生する観光を推進するとともに、積

極的な情報発信を行うことにより、『「安全・安心」で選ばれる観光地づくり』

を目指していきます。 

 

○イ量×質の追求 

「量×質の追求」は、人口減少による旅行市場縮小懸念や感染拡大防止

のための「三密」回避など量の拡大が難しい状況下において、道内観光の高

付加価値化を目指すとともに、観光入込客数の８割を超える道内客からも愛

される観光地づくりや、自然環境、食など本道の観光資源のブランド力強化

による新規誘客・リピーターの獲得、富裕層向け商品・サービスの充実によ

る質の向上、AI、IoT といった先端技術の導入による低コスト化を実現する

ことにより、観光客の様々なニーズに対応できる施策を展開し、「満足度向

上と連動した消費単価の向上」を目指していきます。 

 

○ウ旅行者比率のリバランス 

「旅行者比率のリバランス」では、道内観光を支える道民による道内旅

行需要を改めて見直すとともに、道外観光客の旅行需要を喚起しつつ、地域

偏在や季節偏在などの課題解決につながる取組を進めます。また、訪日外国

人来道者については、渡航制限解除等を見据えた海外需要の獲得を目指し、

欧米や東南アジアなど東アジア以外からの観光客をより増加させるなど、

「感染症の状況に応じた誘客対象の最適化」を目指していきます。 

 

○エ新しい旅行スタイルの推進 

「新しい旅行スタイルの推進」では、本道の豊かで優れた自然環境等を活

かしたワーケーションの推進や、「ATWS 北海道／日本」を契機に本道の自

然・文化等の特性を活かしたアドベンチャートラベルの造成・発信のほか、

新たなインバウンドをはじめとする道外からの旅行客の取込方策の検討を進

めるなど、長期滞在が促進され、繁忙期、閑散期の差の解消、及び観光総消
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費額を増加させる「新たな北海道観光価値の創出」を目指していきます。 

  

○オ観光インフラの強靱化 

「観光インフラの強靱化」では、広域観光の拠点としての道内空港等の利

活用や観光産業を支える人材の確保や育成、災害時等に観光客の安全・安心

に資する基盤の強化などで地域における観光インフラの充実を目指していき

ます。 

 

イ目標指標 

上記アの方向性には、目標指標が設定されている。観光振興に関する事業

は、５つの展開方向性と対応させることで、どの指標を向上させる施策なの

かを明瞭に認識できるようになっている。 

 

（図 くにづくり行動計画における施策別成果指標） 
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②観光振興に向けた行動指針と役割 

くにづくり行動計画では、当該計画の目標の達成及び「北海道観光が将来的

にめざす姿」に向けて、北海道観光のくにづくり条例で定められている基本理

念及び役割に基づき、道民、観光事業者及び観光関係団体等の行動の指針及び

役割が設定されている。 

ここで、観光関係団体等には、観光関係団体の他、北海道観光振興機構、行

政、大学等が、示されており、北海道観光振興機構については広域連携ＤＭＯ

であり「２ 広域ＤＭＯについて」で後述する。 

 

 

北海道観光振興機構 

・広域連携ＤＭＯとして観光庁のガイドラインに沿った運営を進めるほか、道内市

町村や地域のＤＭＯ、観光事業者では実施することが難しい事業や機構が実施する

方が効率的でかつ効果的な事業を実施する 

・専門性の高い人材を有し、政策の実行に当たっての具体的な戦略の検討を含む

「マーケティング思考に基づく事業（打ち手）の企画、実行、検証」と「広域連携

ＤＭＯとしての道内観光マネジメントの推進」を実施する 

・推進体制の強化に向け、広域連携ＤＭＯとして持続可能な組織の在り方の検討と 

ＤＭＯ形成・確立計画への反映や、専門性の維持・向上が継続的に図られる組織と

していくための「人材育成・育成プログラム」の策定など、人材面での強化を図る

ための取組を進めるほか、広域連携ＤＭＯとして「持続可能な組織の在り方の検

討」を踏まえた安定的な財政運営基盤の確立と安定的な財政運営に資する自主財源

確保など財源面での強化を図る取組を進めていく  

 

（３）事業の予算について 

令和４年度観光局施策体系は下図のとおりである。 
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（図 令和４年度観光局の施策体系 左側） 
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（図 令和４年度観光局の施策体系 右側） 
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（４）事業の実施手法について 

 事業の実施手法としては、地方自治法第 232 条の３に基づく支出負担行為による。

なお後述する観光局予算の構成比で９割を超える機構負担金事業は、支出負担行為の

うち負担金の類型に該当する。 

 

 

２ ＤＭＯについて 

（１） ＤＭＯとは 

ＤＭＯとは、諸外国において運用されている「Destination Management / 

Marketing Organization」の略であり、日本においては、「観光地域づくり法人」

とされている。 

観光庁によると、観光地域づくり法人とは、地域の「稼ぐ力」を引き出すと

ともに地域への誇りと愛着を醸成する地域経営の視点に立った観光地域づくり

の司令塔として、多様な関係者と協働しながら、明確なコンセプトに基づいた

観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施

するための調整機能を備えた法人である。 

そこで、ＤＭＯが必ず実施する基礎的な役割･機能（観光地域マーケティン

グ･マネジメント）としては、以下の４つがある。 

①観光地域づくり法人を中心として観光地域づくりを行うことについての多

様な関係者の合意形成 

②各種データ等の継続的な収集･分析、データに基づく明確なコンセプトに

基づいた戦略（ブランディング）の策定、ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクルの

確立 

③地域の魅力の向上に資する観光資源の磨き上げや域内交通を含む交通アク

セスの整備、多言語表記等の受入環境の整備等の着地整備に関する地域の取組

の推進 

④関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整･仕組みづく

り、プロモーション 

また、ＤＭＯは、「持続可能な観光地域づくり」や閑散期対策などの需要の

平準化など「観光地域全体のマネジメント」の観点での取組も必要であり、さ

らに、災害等の非常時における訪日外国人を含む旅行者への情報発信や安全・

安心対策について、自治体等と連携して取り組むことも必要となる。 

加えて、地域の官民の関係者との効果的な役割分担をした上で、例えば、着

地型旅行商品の造成･販売やランドオペレーター業務の実施など地域の実情に

応じて、観光地域づくり法人が観光地域づくりの一主体として個別事業を実施
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することも考えられる。 

 

なお、近畿大学経営学部教授の高橋一夫は、「地方自治と民間事業者による観

光ビジネスの共同体で、観光地経営を担うための機能と高い専門性を有し、観

光行政との役割分担による権限と責任を明確にしたプロフェッショナルな組織」
1がＤＭＯの定義であるとした。 

国土交通省成長戦略会議委員を務めた大社充は、「ビジター産業全般を視野に

地域への経済効果を最大化させ、魅力的な地域づくりによる地域の持続可能性

を高めることを目的に観光マーケティングおよび観光地域経営を行う機関」2が

「日本版ＤＭＯ」であるとした。また、「日本版ＤＭＯは地方創生の文脈から

生まれてきていることから、地域振興による持続可能な地域づくりを実現させ

る装置」であり、「地方創生推進交付金など公的資金でその形成を支援すると

いう観点」からも「地域における公共性と代表制をもった非営利型の組織」で

あると指摘している。 

日本政策投資銀行は、「ＤＭＯは地域の観光振興を図るために設立、運営され

る組織である。しかしながら、ＤＭＯで追求すべき真の成果とは、単なる観光

客数や観光消費額の増加にとどまらない」として、「より長期的視野に基づい

た、より根本的な観光振興であり、それによる地域社会そのものの活性化にあ

る」と指摘3している。その具体的な命題として、地域インフラの再構築、観光

振興の継続性の確保、観光関係事業者の活性化と再編の三点を挙げている。 

                                                      

1 高橋一夫『ＤＭＯ 観光地経営のイノベーション』p.4（学芸出版社 2017 年） 

2 大社充著 事業構想大学院大学編『ＤＭＯ入門 官民連携のイノベーション』p.71（事業構

想大学院大学 2018 年） 

3 日本政策投資銀行『観光ＤＭＯ設計・運営のポイント』p.140（ダイヤモンド社 2017） 
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（図 観光庁ホームページより） 

 

（２） ＤＭＯ登録制度について 

観光庁では平成27年11月に日本版ＤＭＯ登録制度を創設している。その目的は

以下の３点である。 

・地域の取組目標となる水準の提示による観光地域づくり法人の形成･確立の促進 

・関係省庁が観光地域づくり法人の形成･確立を目指す地域の情報を共有すること

による支援の重点化 

・観光地域づくり法人の間の適切な連携を促すことで各法人間の役割分担がされ

た効率的な観光地域づくり 

当該制度の登録を受けた法人は、内閣府地方創生推進交付金による支援対象で

あった。 

ＤＭＯの登録対象・登録区分・登録主体・登録要件については、以下のとおり

である。 

    ①登録対象 

自治体と連携して観光地域づくりを担う法人が登録対象である。 

②登録区分 

登録ＤＭＯは三つに区分される。 

ア 広域連携ＤＭＯ…地方ブロックレベルの区域を一体とした観光地域と
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して、マネジメントやマーケティング等を行うことにより観光地域づくり

を行う組織。 

イ 地域連携ＤＭＯ…複数の地方公共団体に跨がる区域を一体とした観光

地域として、マネジメントやマーケティング等を行うことにより観光地域

づくりを行う組織。 

ウ 地域ＤＭＯ…原則として、基礎自治体である単独市町村の区域を一体

とした観光地域として、マネジメントやマーケティング等を行うことによ

り観光地域づくりを行う組織。 

なお、令和5年９月26日時点で、「広域連携ＤＭＯ」10件、「地域連携ＤＭ

Ｏ」108件、「地域ＤＭＯ」164件の計282件が登録されている。 

③登録主体 

登録ＤＭＯは国（観光庁長官）によって登録される。 

④登録要件 

   観光庁の登録要件として５つが挙げられている。 

ア ＤＭＯを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係

者の合意形成 

イ 各種データ等の継続的な収集・分析、データ等に基づく明確なコンセ

プトに基づいた戦略（ブランディング）の策定、ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡ

サイクルの確立 

ウ 関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整・仕組み

作り、プロモーション 

エ ＤＭＯの組織（法人格の取得、意思決定の仕組みの構築など） 

オ 安定的な運営資金の確保 
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（図 観光庁ホームページより） 

 

（３） 公益社団法人北海道観光振興機構について 

①公益社団法人北海道観光振興機構とは 

公益社団法人北海道観光振興機構（以下、「機構」と言う。）は、北海道地域

で登録されている広域連携ＤＭＯである。 

令和５年９月20日に作成され、機構から観光局に提出された登録ＤＭＯの

「観光地域づくり法人形成･確立計画」によると、連携する地方公共団体の担

当部署は次のとおりである。 

・北海道 経済部観光局（観光政策全般） 

・北海道 総合政策部交通政策局（交通ネットワーク） 

・北海道 14 総合振興局・振興局 商工労働観光課（広域観光推進） 

・道内 179 市町村 商工観光課等（着地型旅行商品開発） 
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（図 観光庁公表の令和5年９月26日時点登録ＤＭＯ一覧のうち、広域ＤＭＯ部分） 

 

また、機構の設立目的・沿革は以下のとおりである。 

ア 設立目的 

機構の定款上の設立目的は次のとおりである。 

「この法人は、北海道の観光振興推進の中核機能を担い、関係機関・団体・

企業・地域の知恵と資源を結集し、観光事業の振興並びに地域の活性化を図り、

北海道民の生活、文化の向上並びに経済の発展、及び国際交流に寄与すること

を目的とする。」 

イ 沿革 

機構は平成29年11月に広域ＤＭＯとして登録されている。 

北海道からのヒアリング及び機構が公表している内容を確認したところ、機

構の沿革は次のとおりである。 

昭和21年4月 

 

「北海道観光連盟（任意団体）」の設立  

観光事業を積極化して貿易外の収支をあげるため、総合連絡

機関となり、観光に関する企画をなし健全な発達を図るため

に結成された。 

昭和37年11月 「社団法人北海道観光連盟」へ改組 

平成17年５月 「北海道観光サミット」の開催  

行政、民間、地域の幅広い連携を図りながら、オール北海道

で観光振興の取組みを進めるための観光戦略を策定すべきと

の決議がなされた。 

平成17年８月 「北海道観光戦略会議」の設立  

上記サミットでの決議を受け、観光事業者や関係団体、行政

機関などオール北海道で構成される会議が、平成17年度内に

3回開催された。 

平成18年３月 「北海道観光戦略」の策定  
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北海道観光を担う全ての関係者の指針として、北海道観光戦

略会議で「北海道観光戦略」を取りまとめる。 北海道観光

戦略の推進体制の整備 が必要とされ、その検討手順とし

て、平成18年度設置の推進組織検討委員会への諮問とその成

案に係る戦略会議での決定について提示された。 

平成18年５月 「戦略推進部会」の設置 

「北海道観光戦略」の11プロジェクトの推進を担う部会とし

て設立。 

平成18年８月 「北海道観光戦略推進組織検討委員会」の設置（現在:解

散） 

内田和男北海道大学大学院教授を委員長とする検討会議が平

成19年５月まで６回開催され、北海道観光戦略推進組織のあ

り方について検討された。 

平成19年５月 最終回の検討会議において、委員会としての報告書「北海道

観光戦略推進組織のあり方について」を取りまとめ、検討を

終了した。 

平成19年７月 「第４回北海道観光戦略会議」の開催  

「北海道観光戦略会議」において、委員会の検討結果をもと

に議論を行った結果、戦略会議として新たな推進組織のあり

方について委員会報告書の内容通り決定。 

「新組織発足準備室」の設置と新組織発足に向けた今後の進

め方について事務局提案を了承・決定。 

平成19年10月 「第５回北海道観光戦略会議」の開催  

新組織は北海道観光連盟を改組する形が望ましいとの結論を

得て、新組織の役員体制、事務局体制など組織運営のあり

方、展開する事業の概要などについて議論を行った。 

平成20年１月 「第６回北海道観光戦略会議」の開催  

新組織移管に係る道観連への提案事項として組織体制のあり

方や20年度事業計画・予算、役員体制等について審議を行

い、道観連への提案 事項が了承された。 

平成20年4月 「社団法人北海道観光振興機構」の発足  

民間の英知と資源を活かし、各年度の事業運営や中長期の事

業計画を提言するとともに、効果的な事業を執行する役割を

担う。 

平成20年12月 「第1期中期事業計画」の策定 

平成25年4月 「公益社団法人北海道観光振興機構」へ移行  

「第2期中期事業計画」の策定 

平成29年11月 観光庁が広域連携ＤＭＯ登録 

 

平成19年５月に公表された「北海道観光戦略推進組織のあり方について」で

は、推進組織の必要性が説かれ、「北海道の観光振興推進の中核機能を担い、

北海道内の各関係機関・団体や各地域のあらゆる知恵と資源を結集させて『観

光立国北海道』の実現を目指す」ことが使命であると明記されている。 
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当該報告書の中で、「道と推進組織との関り及び役割分担」という項目がある。 

 

・推進組織は、本道観光に関わる機関や団体、企業、各地域をコーディネート

するとともに、具体的な観光振興事業を自ら企画立案し、実施する本道観光振

興推進の中核機能を担う組織であるが、そうした推進組織が行う業務と、道が

行う業務との関りについて整理しておきたい。 

・これまでは、道が全道レベルでの観光振興の方向性の提示と施策の企画立案

を行い、北海道観光連盟がプロモーション事業や地域支援事業を具体的に実行

するという大まかな構図であった。推進組織が設立した後には、推進組織自ら

がタイムリーで効果的な自主事業を企画立案し、実施するとともに、組織間・

事業間・地域間のコーディネート等を行っていくことが期待される。 

・こうした機能を担う推進組織が設立された際には、道は、まず、この推進組

織がしっかりと機能していくよう、他の関係機関とともに、推進組織の自立性

を保ちながら、推進組織を支援し、連携協働して観光振興を推進することとな

る。 

・また、道は、推進組織が設立された後も、本道経済における観光関連産業の

重要性に鑑み、北海道観光のさらなる発展、拡大に向けて、本道の観光振興に

関する中核的な行政機関として、引き続き、概ね次のような役割を担っていく

ものであり、観光関連施策の展開に積極的に取り組んでいく必要がある。 

 

観光振興に関する道の主な役割 

① 中長期的な観光振興の政策立案 

・長期総合計画、観光のくにづくり行動計画などの策定 

・国・市町村等との調整 

・基礎的な統計調査など 

② ①の政策推進にあたって、民間や地域のみでは実施し得ない事業の実施 

・魅力ある観光地づくり、受入基盤の整備（空港、道路、景観等の整備、観光

案内所の運営、人材育成など） 

・道民運動の推進（観光ホスピタリティ運動など） 

・知事のトップセールスなどによる観光客誘致 

・新たな分野の開拓や先導的な事業の実施（アウトドア、癒しと健康、産業観

光など） 

 など 

 

また、民間で実施したほうが効率的・効果的な場合には、民間に委託等を行っ

ていく。 

今後、推進組織の事業計画が検討される中で、道との具体的な役割分担がなさ

れていく。 

 

また、当該報告書では「推進組織の財政基盤のあり方」も検討されている。 


